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処
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5 12 定
例

本会議 企画経営
部

施設マネ
ジメント
課

池田議
員

　エレベーターの保守点検業務委託につい
て、現在の契約方法が特名随意契約となっ
ているが、競争性が働かず割高にならないよ
う他社の見積金額を比較するなど妥当性を
組織横断的に情報共有しながらチェックし、
適正な価格で契約が結べるようにすべきで
ある。

　業務委託の発注の際の共通仕様書を施設
マネジメント課で作成し、各施設所管課での
委託内容を共通化している。
　各施設所管課の積算の妥当性について
は、決裁の中で、各課協力して確認していく。
　金額の妥当性については、庁内での比較
や他市の状況も把握しながらみていく必要が
ある。

　エレベーター業務委託の仕様書や合議の
方法などの手続きについて見直しを検討す
る。
　契約金額の妥当性について庁内での比較
や他市の契約状況なども確認し、必要であ
れば仕様書などの見直しを検討する。

未
済

  契約金額の妥当性について庁内で
の比較や他市の契約状況の確認を
行い、検討を行う。

5 12 定
例

本会議 総務部
環境部

管財課
地域エネ
ルギー課

持田議
員

　電力使用量削減の行動は重要であると認
識しているが、消灯以外の方法もあるのでは
ないか。家庭では電気をつけて食事をするこ
とは普通のことである。強制ではないとはい
え、昼休みに電気をつけていない現状が当
たり前になっていることに違和感を感じる。昼
休みの消灯について改めて検討してほしい。

　昼休みを有意義に活用し、午後からの執務
につなげていくことは必要不可欠である。昼
休みの消灯は執務や市民対応に支障のな
い範囲で呼びかけているもので、各職場での
判断になる。
　但し、市事務事業におけるCO2排出量の約
7割が電力使用由来であることを理解し、実
践していくため、昼休みを含む不要な電力使
用抑制は今後も呼びかけていく。

　答弁に同じ。

済

5 12 定
例

本会議 健康福祉
部

介護保
険課

大川議
員

　日本でも有数の実績を誇る自立支援型介
護事業者が市内に存在する。事業者にヒア
リングを行い、自立支援型介護を宝塚市で推
進してほしい。

　介護保険制度を維持していくためには、健
康寿命の増進と要介護状態からの自立が不
可欠だと考えている。まずは事業者にヒアリ
ングを行い、他市の状況も踏まえて検討して
いきたい。

　本市で推進するには市内の他の介護サー
ビス事業者の意向確認も必要である。事業
者ヒアリングを行い、他市の状況も確認しな
がら検討を行う必要がある。

未
済

　令和5年度末までにヒアリングを行
い、事業実施にかかる検討を行う。

5 12 定
例

本会議 健康福祉
部

健康推
進課

伊庭議
員

　①新型コロナウイルスワクチン接種の副反
応や健康被害救済制度の情報発信につい
て、市ホームページや公式LINEを活用して、
市民がアクセスしやすいよう取り組んでほし
い。
　②ワクチン後遺症の診療や、健康被害救
済制度の申請に必要な医療カルテの開示へ
の協力について、医師会に声をかけてほし
い。
　③奈良県のように専門的な相談先を設けて
ほしい。

　①コロナワクチンの健康被害と認められる
まで時間がかかることは認識している。可能
な限り情報が伝えられるように、市ホーム
ぺージや市公式LINEの活用を検討していく。
　②医師会と定期的に話をする機会があり、
相談していく。
　③市のワクチン後遺症の相談窓口は、健
康センターになる。

　①令和6年度からの接種体制は、臨時接種
から定期接種に変わる。健康被害救済制度
は予防接種の推進と一体的なものであり、予
防接種事業としての掲載場所、内容を見直
し、制度についてわかりやすく情報提供でき
るように改善する。
　②健康被害救済制度の申請手続きの負担
軽減を図るため、市医師会を通じて診療やカ
ルテの開示についての協力を依頼していく。
　③県においても新型コロナワクチン専門相
談窓口は開設している。

未
済

　①③市ホームページについて、令
和6年1月4日に予防接種健康被害
救済制度の単独ページを公開した。
令和6年3月末の更新に向けて関連
ページを修正していく。
　②令和6年2月20日開催予定の予
防接種実施検討会において協力を
依頼する。

令和5年（２０２３年）
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5 12 定
例

本会議 健康福祉
部

健康推
進課

藤岡議
員

　難聴児の発生頻度は1000人に対して1～2
人程度と聞いており、全ての新生児に対して
聴覚検査の検査費用を助成するようにして
ほしい。早期に全数助成する道筋をつけて
ほしい。

　新生児聴覚検査を含む母子保健施策は、
新規・拡充事業が国から次々と示されてお
り、優先順位を考えながら取り組んでいく。

　国が示す母子保健事業のデジタル化、1か
月児健診や5歳児健診などの新たな取組は、
今後も増加することを予想している。取り組
むためには直営・委託を含めた実施体制の
構築や、システム活用などの環境整備を伴
う。優先順位を考えながら取り組む。

済

5 12 定
例

本会議 健康福祉
部

障碍福
祉課

村松議
員

　在宅人工呼吸器使用者への災害時に備え
た非常用電源の確保のため、購入補助制度
の創設を県下の状況も踏まえ、検討された
い。

　補助制度の創設については、県下及び阪
神各市自治体の制度も確認しながら、具体
的に補助対象とする機材の種類や蓄電器や
外部バッテリーなど、どういったものの補助
が有効か、妥当な助成金額など調査する。

　答弁に同じ
・在宅人工呼吸器使用者の非常用電源購入
補助制度を創設にあたり、日常生活用具給
付対象とするのかなど財源の確保について
の検討が必要。

未
済

　県下自治体の制度を確認し、具体
的な補助対象となる機材や種類など
を調査する。また、補助制度の創設
にあたっては、国庫及び県費補助の
活用も検討していく。

5 12 定
例

本会議 健康福祉
部

せいかつ
支援課

浅谷議
員

　ひきこもり支援策について、せいかつ応援
センターにおける生活困窮者自立支援事業
の一部としてではなく、国の補助事業である
「ひきこもり支援推進事業」を活用し、特化し
た事業を構築すべき、また、ひきこもりの実
態調査をしてほしい。

　国が実施している「ひきこもり支援推進事
業」について研究し、今後の本市のひきこも
り対策が充実したものになるように検討して
いく。
　実態調査についても、先進市事例を参考に
研究していく。

　答弁に同じ。

未
済

　事業化及び実態調査の実施に向
けて、次年度より研究、検討を実施
する。

5 12 定
例

本会議 子ども未
来部

青少年
課

浅谷議
員

　長期休暇中における地域児童育成会の開
始時間の前倒しを。

　保護者から、長期休業中の開始時間を早
めてほしい旨の要望があることや、阪神間で
も多くの自治体が長期休業中の開始時間を
早めていることから、検討課題の一つである
と認識している。
　課題はあるが、実現に向けて取り組んでい
く。

　アンケートによるニーズ調査を行い、人員
の確保に努めるとともに、早期実施を目指
し、実現可能な方策について検討を行う。

未
済

　アンケートによるニーズ調査を行
い、人員の確保に努めるとともに、
早期実施を目指し、実現可能な方策
について検討を行う。

5 12 定
例

本会議 子ども未
来部

青少年
課

村松議
員

　80人以上は民間という現在の方針では、柔
軟な待機児童対策はできない。
　他自治体では公設民営の放課後児童クラ
ブもあるが、学校内で場所を確保し、運営を
民間事業者に行ってもらうという考えはない
のか。

　現時点では、学校内で民間事業者による
放課後児童クラブの実施については考えて
いない。
　人員確保やコストなどのメリット、デメリット
の検証に加え、民間事業者と学校や教育委
員会との連携などの課題が生じることも想定
されるので、検討する場合は慎重にする必
要がある。

　現在の方針としては80人以上は民間という
考え方であるが、次世代育成支援行動計画
の見直しに向けて、柔軟な待機児童対策に
ついて検討する。

未
済

　次世代育成支援行動計画の見直
しに向けて、柔軟な待機児童対策に
ついて検討する。
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5 12 定
例

本会議 子ども未
来部

青少年
課

三宅議
員

　地域児童育成会の待機児童の解消や保護
者のニーズへの対応について、国の財政支
援などをもっと活用し、できることは何でも取
り組んでほしい。

　子育て支援と児童の健全育成の観点を踏
まえ、子育てにかかる環境や保護者のニー
ズの変化をとらえた見直しを行っていく必要
がある。
　本市の育成会の良さを残しつつ何ができる
か検討していく。

　アンケートによるニーズ調査を行うととも
に、ニーズに合った取り組みを行う。
　待機児童解消等について、引き続き教育委
員会とも連携し、様々な対応策について検討
する。

未
済

　アンケートによるニーズ調査を行う
とともに、ニーズに合った取り組みを
行う。
　待機児童解消等について、引き続
き教育委員会とも連携し、様々な対
応策について検討する。

5 12 定
例

本会議 選挙管理
委員会事
務局

選挙管
理委員
会事務
局

中野議
員

　投票の支援が必要な方のために、投票支
援カードを導入すべきである。

　先進各自治体の取り組みを参考に検討し
ていく。

　答弁に同じ。

未
済

　次回選挙に向けて、検討を行う。

5 12 定
例

本会議 社会教育
部

社会教
育課

藤岡議
員

　第2次宝塚市教育振興基本計画の後期計
画に、家庭教育の内容を入れるべきである。

　第2次宝塚市教育振興基本計画の後期計
画に家庭教育をテーマのひとつとして盛り込
んでいくよう調整する。

　答弁に同じ。

済


